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【研究要旨】 

【背景と目的】予防接種事業は基礎自治体の裁量により運営されており、推奨方法や接種率に差が生じる可能

性がある。2024年度には全国自治体を対象に郵送調査を実施し、777自治体（44.6％）から回答を得た。2025年

度は、予防接種台帳の管理状況、接種率の推計状況、ならびに予防接種事業のデジタル化の導入時期の実態

を明らかにすることを目的とした。【対象】全国の 1,741 市町村。【方法】2025 年 11 月 14 日に、自治体の予防接

種担当宛に、A4・4 ページ、7 問からなる調査用紙を送付し Web での回答を依頼した。未返答の市町村には督

促ハガキを 1 回、12 月 9 日に発送した。【結果】750 市町村より回答を得た（43.1％）。予防接種台帳の管理状況

は電子媒体が主体と回答した自治体が 7 割で最も多く、予防接種事業のデジタル化の運用開始時期は 2028 年

度（令和 10 年度）と回答した自治体が約 7 割と最も多かった。2024 年度の調査にも回答していたのは 505 自治

体であった。現在、調査票の内容確認を実施している。【考察】Web ベースの回収でも郵送での回収と同程度の

回答率が得られたが5割に満たなかった。回答自治体が全国自治体を代表しているかどうか（地域別・人口規模

別の代表性）を評価する必要がある。 

A. 研究目的

日本の予防接種制度は、国民の健康を保護し、感

染症の拡大を防ぐための重要な制度である。定期接

種や任意接種を含むさまざまなワクチン接種が行わ

れているが、予防接種率は、市町村間で差がみられ

ることが報告されている 1,2。予防接種率に影響を及ぼ

す要因として、予防接種に関する住民への情報提供

や啓発活動、接種勧奨に関する方法やその実施状

況、接種記録の作成状況や、実際の接種率の推計

状況、ならびに、接種助成の状況などが考えられるが、

全国的な実態把握は十分とは言えない。また、2024

年度は HPV ワクチンのキャッチアップ接種の最終年

度となっているが、接種勧奨の方法や接種状況につ

いては、一部の都市での調査 3があるのみで、全国の

自治体での実態は十分に把握できていない。これら

の情報は、予防接種の普及及び予防接種事業の最

適化に向けた課題解決のための重要な情報であり、

将来的な予防接種政策の改善のための基礎資料と

なりうる。 

我々は、2024 年度に、全国の自治体の各種予防

接種に関する住民への情報提供や啓発活動、接種

勧奨に関する方法について、郵送法による調査を実

施した。 

2025 年度は、全国の自治体における予防接種台

帳の管理状況や、実際の接種率の推計状況、予防

接種事業のデジタル化の導入時期などの実態を明ら

かにすることを目的とした。 

B. 研究方法

2025 年 11 月 14 日に全国自治体 1,741 か所（指定

都市 20，特別区 23，市 772，町 743，村 183）の予防

接種担当部署あてに、依頼状を添えて、A4・4 ページ、
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7 問からなる調査票への回答を Web 入力で実施する

よう依頼した。調査項目は、①基本特性：自治体情報

（都道府県、市区町村、市区町村コード、部署）、②

予防接種台帳の管理状況、③予防接種事務のデジ

タル化の運用開始時期、④接種対象者の定義、 

⑤ 定期接種 A 類疾患の令和 4～6 年度の接種対象

者数および接種者数、 ならびに令和 6 年度の月別

接種者数（DT［2 期］、HPV［1 回目］、HPV［キャッチ

アップ］、風疹［5 期］） ⑥ 定期接種 B 類疾患の令和

4～6 年度の接種対象者数と接種者数と令和 6 年度

の月別接種者数：インフルエンザ、肺炎球菌、新型コ

ロナ（令和 6 年の月別のみ）、⑦ 任意接種：（おたふ

くかぜワクチン）の助成の有無、台帳の有無、令和 4

～6 年度の対象者数と接種者数である。 

統計解析は、χ2 乗検定や logistic regression 

model を用いて実施する予定である。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、個人情報を収集しないが、佐賀大学医学

部の倫理審査委員会の承認を得たのちに実施した

（R6-27、令和 6 年 9 月 5 日承認）。  

 

C. 研究結果 

2025 年 11 月 14 日に発送し 12 月 5 日を締め切り

とした。602 自治体（34.6％）が Web 入力にて回答し

た。残りの 1，139 自治体に対し 12 月 9 日に督促状を

送付したところ、2025 年 1 月 15 日の締め切り日まで

に 148 自治体より返信を得た。最終的には合計 750

自治体（43.1％）より返信を得た。予防接種台帳の管

理状況は電子媒体が主体と回答した自治体が 7 割で

最も多く、予防接種事業のデジタル化の運用開始時

期は 2028 年度（令和 10 年度）と回答した自治

体が約 7 割と最も多かった。2024 年度の調査

にも回答していたのは 505 自治体であった。現

在、調査票の内容確認を実施している。 

 

D. 考察 

本調査では、全自治体を対象に郵送による依頼と

Web 入力による回答方式を採用した。その結果、回

答率は43.1％と、2024年度に実施した郵送回収調査

と同程度であった。一方で、回答率は 5 割に満たず、

回答自治体が全国自治体を十分に代表しているか

については慎重な検討が必要である。特に、予防接

種事業のデジタル化が比較的進んでいる自治体ほど、

本調査に回答しやすかった可能性があり、人的・ICT

資源が限られた自治体が未回答となっている可能性

も否定できない。 

今後、人口規模別および自治体類型別（指定都市、

特別区、市、町村）に解析を行うことで、予防接種台

帳の管理方法やデジタル化の進捗状況に自治体間

格差が存在するかを検討する予定である。特に、小

規模自治体においては人的資源や予算制約が大き

く、デジタル化の導入が遅れる可能性が考えられる。 

これらの格差は、接種率把握の精度や迅速な事業

運営に影響を及ぼす可能性があり、今後の政策的対

応が求められる。 

 本研究で明らかとなった予防接種台帳管理および

デジタル化の実態は、今後の予防接種事業の効率

化および均てん化を検討する上で重要な基礎資料と

なる。特に、自治体間の体制差を踏まえた上で、標準

化された台帳様式の整備や、段階的なデジタル化支

援の在り方について国レベルでの検討が必要である

と考えられる。 

 

E. 結論 

本研究により、全国自治体における予防接種台帳の

電子化状況および予防接種事業のデジタル化導入

時期の現状が明らかになった。今後は、回答自治体

の代表性を考慮した解析を行い、予防接種事業の効

率化および政策立案への示唆を得る予定である。 
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